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<要約> 

市町村合併に関する多くの先行研究では、合併によって規模の経済性が働き、歳出削減

が達成できると指摘している。しかし、実際に歳出削減が達成できたかどうかを検証した

ものは少ない。本稿では、平成の大合併と呼ばれた市町村合併における歳出面の変化を決

算額と類似団体別市町村財政指数表(総務省自治財政局)の分類を用いて算出した合成値を

比較することで検証した。また経済的・制度的要因を考慮した分析を行うため歳出と合併

経過年数の関係を検証するパネルデータ推定を行った。 

類似団体を用いた合成値による分析では次の結果が得られた。(1)合併初期は一時的に歳

出が増加するが、その後減少する。(2)しかし、歳出の削減幅は、合併経過年数を経るにつ

れて縮小する。 

パネルデータによる推定結果からも同様に、合併経過年数を経るごとに歳出削減効果が

あるが、大きな削減幅ではない可能性であることを示した。 
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abstract 

 

 

The number of municipalities in Japan has decreased from 3,232 in 1999 to 1,820 in 2006 because 

of municipal mergers, called Heisei-no-Daigappei. This paper estimates the effects of municipal 

mergers in Japan’s local public expenditure. In order to evaluate the expenditure of municipal 

mergers, our new approach is to apply unique index called financial index classified by similar types. 

We mainly results the scale effect using panel data on Japanese municipalities and found that 

municipalities achieved reductions in their total expenditures with mergers. In addition, the 

expenditure structure is also found to be an inverse U shaped.  
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１．はじめに 

 

2006 年 3 月に｢平成の大合併｣と呼ばれる市町村合併が一段落した。2000 年度に 3232

団体であった市町村が、今回の平成の大合併で 1821 団体に減少している 1。国・地方の財

政状況が悪化する中、市町村合併を推進した理由は、規模の経済性による歳出削減効果と、

地方分権化に向けた受け皿の役割であった 2。合併の結果に対して様々な議論があるが、

財政面においてどの程度の規模になったのかを検証することは重要である。また、市町村

合併による一時的な歳出の増加とその後の歳出削減は予想できるが、削減効果は永続的な

ものではない。本稿では、主に合併後の市町村歳出の経年変化に着目する。 

市町村合併を分析した研究の多くは、吉村(1999)や林(2002)3に代表されるように住民一

人当たり歳出がU字型になるという考え方をベースとして市町村合併によってどの程度歳

出削減が可能になるのかを定量的に検証している。その結果、多くの研究では市町村合併

により規模の経済性が働き一人当たり歳出額が削減可能であると結論付けられているが、

歳出削減が達成できたかどうかを検証したものはそれほど多くない 4。 

数少ない研究の一つである宮崎(2006a)は、1990 年代の市町村合併に焦点をあて、1990

年と 2000 年の 2 期間の全国市町村パネルデータを用いて分析している。その結果、合併

後一時的に一人当たり歳出は増加するが、その後徐々に減少することを明らかにしている。

しかし、宮崎(2006a)は平成の大合併が本格化する前のデータを使用しているので合併市町

村のサンプルが 10 と少なく、いわゆる旧合併特例法を適用した市町村合併のサンプルは

平成の大合併第 1 号の兵庫県篠山市のみである 5。 

                                                
1 2009 年 4 月末の市町村数は、1777 市町村(市 783、町 802、村 192)である。 
2 齊藤(1999)は、市町村の規模は、公共財生産における規模の経済性という技術的な側面と公共財供給を住民

がコントロールするシステムの 2 つを考えることが大切であると指摘している。 
3 林(2002)は、これまでの研究の理論的背景を整理し、精緻化する形で一人当たり歳出が U 字型になることを

示した。詳しくはそちらを参照されたい。 
4 市町村合併のインセンティブについての研究は、近年、蓄積が著しい。代表的な研究に西川(2002)や門前・

福重(2002)、宮崎(2006b)、広田(2007)等がある。また、湯之上(2011)では、最近の研究動向をまとめてい

る。 
西川(2002)は市町村合併に関し、面積が大きく自主財源率の高い市部と、面積が小さい町村が合併インセ

ンティブを持つため、面積にも配慮した合併促進策の必要性を主張していた。門前・福重(2002)は、補助

金行政が持つ市町村合併のディス･インセンティブについて分析している。その結果、町村においては、人

口規模の拡大により急速に地方交付税が減少するため、合併インセンティブがないことや、合併により市

制を敷けば単純な合併よりも地方交付税が減少するために、町村が市になるインセンティブがないとして

いる。市についても同様に、多くの市が補助金が減少する可能性があるためインセンティブがないと結論

付けられている。宮崎(2006b)は、旧合併特例法のもとで、どのような歳出構造を持つ市町村の合併インセ

ンティブが高まっているか、確率フロンティア分析を用いて検証している。その結果、旧合併特例法の期

限が迫るほど効率的な市町村が法定協議会を設置し、合併を進めていることが明らかになった。 

旧合併特例法に基づいて実施された合併に焦点を当てた広田(2007)は、「平成の大合併」における市町村

の意思決定と合併インセンティブについてロジット分析を用いて検証している。その結果、財政的メリッ

トを期待した市町村が、合併特例法を適用するため義務付けられていた法定協議会を設置したが、最終的

に合併に至ったのは若年・高齢人口比率が高く面積が小さい市町村であることを明らかにした。 
5 本稿では、2005 年 3 月までに合併もしくは合併申請した市町村に適用された「市町村の合併の特例等に関

する法律」(以下:合併特例法)を旧法とし、2005 年 4 月 1 日より施行されたものを合併新法としている。 
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また、平成の大合併をケーススタディの手法で検証した長峯・田中(2006)では、篠山市

の合併後 5 年間に焦点をあて物件費と公債費の増加を明らかにし、合併により発生する費

用の存在を合併前に認識できていなかったことや合併特例債の負担によって後年度に歳出

が徐々に増加していくことを指摘している。 

西川(2009)は、合併前市町村のデータを用いた回帰分析を行い合併前の各市町村の「推

定歳出」単純合計と平成の大合併により成立した合併市町村の「合併後推定値」を求める

ことで合併による歳出削減額を算出している。その結果、市町村合併がもたらす歳出削減

効果は、合併した自治体数とともに合併の組合せにも依存することを指摘している。 

本稿では、平成の大合併に焦点を当てた分析を進めることになるが、これほどまでに大

規模な合併が行われると次の様な分析上の困難が発生する。例えば、A 市と B 町が合併す

ると翌年度から A 市として継続する場合には、A 市には合併データが入るが、B 町は欠損

値となる。また、X 町と Y 村が合併して新しく Z 市になると X 町と Y 村の翌年度データ

は欠損値となり Z 市という新しいデータが入る。このような市町村合併を評価するために

は、本来、合併後のデータと仮に合併せずに継続して存在していた市町村のデータとを比

較することが必要となる。しかし、後者のデータは、現実には存在しないため分析が困難

なものになる。 

この様なデータを取り扱う際の問題は、市町村合併だけでなく広域行政を評価する場合

にもおこる 6。Hirota and Yunoue(2008)は、市町村が介護保険制度において広域行政を実

施することによる歳出面への影響について分析し、データ上の問題点を次のような手法で

解決している。すなわち、総務省自治財政局が作成している『類似団体別市町村財政指数

表』(以下、類似団体)の類型を用いた合成値を算出することで、広域行政を実施した場合

の決算額と広域行政を実施せずに各市町村が単独で介護保険を運営したと想定する場合の

歳出の合成値を比較している 7。この作業は、広域行政を実施している市町村の構成市町

村の特性、地域的要因などを考慮した上で、データの欠損箇所を捉えて広域行政の歳出面

を評価することを可能にした。合成値の算出作業は、市町村合併のケースにも適用でき、

実際に合併した後の決算額と合併しなかった場合に想定される歳出の合成値を比較するこ

とも可能にする。 

本稿では、Hirota and Yunoue(2008)と同様に類似団体を用いて、合併を構成する市町

村と同じ類似団体に属する市町村の平均値を積み上げた合成値を求める。次に、合併市町

村の決算額と合成値を対比することで財政面における市町村合併の評価を行う。特に、決

算額と合成値の比率が合併後どのように変化するかに着目して分析を進める。その後、パ

ネルデータを用いた固定効果推定を行い、歳出と合併経過年数の関係を検証する。 

 

                                                
6 広域行政とは、市町村合併と異なる手段で、既存の行政区域のまま地方自治体が連携して介護保険や消防、

ゴミ処理等の個別の公共サービスを供給する広域連合や一部事務組合を指している。 
7 分析の結果、一部事務組合に比べて広域連合の歳出が抑制される傾向を確認している。 
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２．分析の方法 

 

2.1 類似団体 

 

市町村の財政状況がどのように変化したかを検証するため、総務省自治財政局財務調査

課が作成している『類似団体別市町村財政指数表』による分類を用いる。2006 年度では、

類似団体は大都市、特別区、中核市、特例市、都市と町村に分かれており、人口と産業構

造により分類され、同じ類似団体の類型に属する他市町村と財政構造を比較する際に用い

られる。町村のケースでは人口 5,000 人未満で、第 2 次・3 次産業の構成比が 80%未満と

いうⅠ-0 から、人口 20,000 人以上、第 2 次・3 次が 80%以上で、かつ 3 次産業が 55%以

上という類型Ⅴ-2 まで分類される。 

この指標は、1960 年から半世紀にわたり、市町村が財政運営の方向性を決定する際に同

規模の市町村の財政規模と比較するために用いられている。類似団体の分類を利用した代

表的な比較分析として、各市町村が公開している歳出比較分析表があげられる。これは当

該市町村と類似団体の歳出をチャート図で表したもので、財政規模の比較が容易にできる

ようになっている。 

市町村合併に関して類似団体を用いた既存研究は、筆者らの知りうる限り数点しか存在

しない。学術研究としては町田(2006)がある。この研究では、経常収支比率、公債費負担

比率に注目して、合併後の市町村とその市町村が新たに属する類似団体とを比較している。

この他に、類似団体を使った比較としては、総務省の『市町村合併による効果について』

（市町村の合併に関する研究会 平成 17 年度報告書）という報告書があげられる。この報

告書では、類似団体を用い合併前決算額により算出した歳出抑制効果が報告されている。

その結果、合併後 10 年以降は、年間約 1.8 兆円の効率化が達成できるとしている 8。これ

らの研究では、合併後間もない新市町村とその市町村が新たに属する類似団体との比較が

行われている。しかし、この方法では、新市町村へ移行途上にある市町村と既存の市町村

を比較することになってしまい、検討の余地が残っていると考えられる。 

そこで本稿では、合併後歳出と市町村が合併前に属していた類似団体平均歳出の合計(本

稿では、これを合成値と呼んでいる)を比較することで市町村合併の評価を行う 9。分析デ

ータの基準年は、1998 年度とした 10。これは、平成大合併の第 1 号事例である篠山市の

合併直前を基準にするためである。表 2-1 には、1998 年度時点の類似団体の分類と当時属

していた市町村数を示している。 

                                                
8 詳細は、以下の URL を参照されたい。

（http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2006/pdf/060510_1_1.pdf） 
9 総務省が算定している類似団体平均とは異なる点に注意していただきたい。 
総務省の類似団体平均は、類型における選定団体による各指標の平均値である。詳しくは、

（http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/bunsekihyo_kaisetu.html）を参照していただきたい。 
10 1998 年時では、政令指定都市と東京都特別区、都市と町村に分けられており分類数も違っている。 
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本稿で算出する類似団体の合成値は、合併を実施しなかった場合の歳出と考えることができ

る。もし、実際の決算額が合成値を下回るのであれば、決算額と合成値の差は歳出削減額と捉

えることが可能である。逆に、合併によって歳出が増えてしまっている場合には、この合成値

は、合併後に少なくとも達成すべき目標値とも捉えることができる。 

 

 2.2 類似団体を用いた合成値の作成 

 

本節では、合併前後で市町村の財政状況がどのように変化したかを把握するために歳出

の決算額と類似団体から算出される合成値を Hirota and Yunoue(2008)や広田・湯之上

(2011)で使用された算出方法より作成する。ここで、市町村 i の歳出を iE とする。類似団

体の歳出の合成値は iE
~
と表す。まず、市町村合併をしていない未合併団体の合成値の作成

方法を説明する。平成の大合併の時期に合併しなかった東大阪市を例にあげる。1998 年度

に東大阪市は都市類型Ⅵ-4 のグループに属する。当時このⅥ-4 には 6 団体が属していたの

で、東大阪市の類似団体歳出の合成値は式(1)で算出される。 

 

16

~ 5),4(2),4(1),4(

−

+++
= −−− VIVIVI

kaHigashiosa

EEE
E


         (1) 

 

式(1)の分子は、自らの歳出水準が及ぼす影響を排除するため東大阪市の歳出を除いた都市

類型Ⅵ-4 の歳出合計である。分母はⅥ-4 に属する団体数から東大阪市を除いた数になって

いる。同様に、合併しなかった市町村 i が直面する類似団体の合成値は以下の式で算出さ

れる。 

 

1
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     for  ]400[1998 −−∈ VIIItype      

 

 1998typeS は類似団体ごとの市町村の集合を表している。 

 次に、合併団体の合成値の算定方法について説明する。例えば、篠山市は、兵庫県篠山

町(Ⅴ-2、41 団体)、西紀町(Ⅰ-2、136 団体)、丹南町(Ⅳ-3、103 団体)、今田町(Ⅰ-3、53

団体)の４町が合併して誕生した。このケースでの合成値は、以下の式で算出される。 

 

KondaTannanNishikiSasayama

IIIVIVIIVVMM
k

EEEE

EEEEEEEE
E

~~~~
15311031136141

~ 52),3(1),3(102),3(1),3(135),2(1),2(40),2(1),2(

+++=

−

++
+

−

++
+

−

++
+

−

++
= −−−−−−−− 

(3) 



7 
 

 

同様に、合併団体が直面する類似団体の合成値は以下の式で算出される。 

 

∑=
∈ MM

k
Sj

j
MM
k EE

~~
               (4) 

 

式(4)の MM
kE

~
は、合併団体 k の類似団体を用いた合成値を表し、 MM

kS は合併団体 k の集合

を表す。最終的に、市町村の決算額と作成した合成値を比較すると式(5)になる。 

 

1~

<
=
>

MM
k

i

E

E
                  (5) 

 

この比率が 1 よりも大きい場合は、合併を実施せずに単独で行政サービスを行った場合の

歳出額よりも多く歳出していることになる 11。 

 

３． 類似団体を用いた合成値から見た合併の影響 

 

 本稿では、1998 年度の決算データと『類似団体別市町村財政指数標』による分類を基準

としている。1998 年度を基準とした理由は、平成の大合併第 1 号である篠山市より以前

のデータを利用するためである。これにより、算出される類似団体の合成値は、1998 年度

の類似団体の平均値から求めたものとなる。1998 年度は市区町村数が 3255 であるが、東

京都 23 区と三宅村は除外した 3231 市町村を使用した。また、山梨県上九一色村は生活圏

の違いから、北部は甲府市と、南部は富士河口湖町と全国唯一の「分村合併」をおこなっ

た。1998 年度の類似団体をそのまま適用することが出来ないため上九一色村も除外してい

る。 

1998 年度の類似団体において、当該市町村数が 1 である徳島県阿南市(Ⅱ-0)、愛媛県宇

和島市(Ⅱ-1)、青森県弘前市(Ⅳ-1)、愛知県豊橋市(Ⅴ-2)、愛知県渥美町(Ⅵ-0)、青森県平賀

町(Ⅵ-1)、茨城県鉾田町(Ⅶ-1)は合成値を計算することが出来ないため分析から除いている。 

千葉県富里町は 2002 年 4 月 1 日に国勢調査(2000 年度)の結果、市制施行可能最小人口

(5 万人)に達し、印旛郡富里町から富里市となった。沖縄県豊見城村も 2002 年 4 月 1 日に

単独で村から豊見城市になった。豊見城村は、市制施行前は日本一人口の多い村であった。

                                                
11 類団を用いた比率の分析は、1998 年度の歳出と比較することが目的ではなく、1998 年度を基準として、合

併団体の歳出がどのように変化しているかを検証することを目的としている。 
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また、熊本県豊野村は 2000 年 7 月 1 日 に町制施行し、豊野町になった。2005 年 1 月 15

日 三角町、不知火町、松橋町、豊野町が合併し宇城市が成立している。これらの自治体の

類似団体による合成値は、1998 年度の類似団体による分類を用いている 12。各市町村の決

算データは、1998 年度と 2001 年度から 2006 年度の『市町村別決算状況調』から利用し

た。 

図 3-1 と図 3-2 は、式(5)から求めた、市町村の決算額と類似団体から作成した合成値の

比率のヒストグラムである。市町村の2001年度の決算額と合成値の相関係数は0.88、2006

年度の相関係数は 0.89であり、強い相関関係を持っていることがわかる 13。図 3-1は、2001

年度の比率を示している。合併市町村数は少ないが、初期に合併した市町村ほど歳出が高

くなっている。図 3-2 は、平成の大合併が終わったばかりの 2006 年度の結果を示してい

る。合併団体は未合併団体よりも歳出が増加していることが伺える。未合併団体の多くは、

比率が 0.6 から 1.0 であるのに対して、合併団体の比率は 0.8 から 1.0 を中心として分布

が右に偏っていることがわかる。 

図 3-3 は、市町村の決算額と類似団体から作成した合成値の比率の平均を示したグラフ

である 14。合併をしなかった「未合併団体」の比率の平均値と、「合併団体」の比率の平均

値、そして平成の大合併の最初の例である篠山市の比率を示している。「合併団体」の比率

が「未合併団体」の比率をやや上回っている点や、合併直後の篠山市の決算値が、類似団

体と比較して大きくなっている点が伺える。合併初期では歳出が一時的に増大することは

最初から予想されていたが、2006 年度には「未合併団体」の類似団体歳出よりも下回る結

果となった。しかし、図 3-3 の結果は、クロスセクションデータから計算した値により、

合併したばかりの団体と合併して数年たった団体の合成値が混在していることに注意しな

ければならない。 

篠山市は、合併第 1 号として注目されただけでなく合併特例債の活用によって合併関連

事業を含めた公共事業による大幅な歳出増加が懸念された市でもあった 15。 2006 年度で

は、他の市町村に比べて比率は常に 1 以上と大きいが、合併初期に比べて歳出は減少傾向

にある。篠山市については、合併後 3 年から 8 年目までのデータとなっている。 

 図 3-3 を踏まえて、図 3-4 では比率の平均値と合併経過年数をグラフにした 16。合併初

                                                
12 これらの類似団体の合成値をどのように修正するのかは今後の検討課題である。 
13 2001 年度の相関係数について、t 統計量(自由度 3193)は t=104.69 であった。また、2006 年度についても

t 統計量(自由度 1777)は t=82.28 であった。いずれも、1%の有意水準で正の相関があることが確認された。 
14 1998 年度データを基準年としているため、比率の大小は 1998 年度の歳出と比較した値になっていることに

注意していただきたい。 
15 合併特例債とは、合併市町村が、まちづくり推進のため市町村建設計画に基づいておこなう事業や基金の積

立に要する経費について、合併年度及びこれに続く 10 カ年度に限り、その財源として借り入れることがで

きる地方債のことを指す。合併特例債によって充当できるのは対象事業費の約 95％で、更にその元利償還金

の 70％が普通交付税によって措置される。なお、合併特例債は合併旧法下のみの措置であり、合併新法では

廃止されている。詳しくは、総務省 HP「合併相談コーナー」を参照されたい。

（http://www.soumu.go.jp/gapei/sochi.html） 
16 合併のスタートを 1999 年度の篠山市とすると、最大 8 年目まで存在しているはずだが、大多数の市町村が
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年度と 2 年後のサンプル数は 558、3 年以降、251、43、11、5 となっている。グラフの横

軸には合併してからの経過年数をとり、縦軸は合併経過年数に応じた各合併団体の比率を

平均したものになっている。図 3-4 より、合併団体は初期に 0.93 と歳出が増えるが、2 年

目以降は減少傾向にあることが伺える。しかし、2 年目以降の変化はそれほど大きなもの

ではないことも明らかになった。2 年目以降の比率は、0.87~0.88 を推移しており、初年

度ほどの減少を見せていない。先行研究では、規模の経済性により合併後は徐々に歳出が

減少していくと結論付けられていることが多かった。図 3-4 によると合併初年度の歳出増

加と後年度の減少というところまでは整合的であるが、その効果は大きなものでなく徐々

に薄れていっている。 

以上のように、類似団体による合成値を利用した記述統計による分析では、同じような

地域条件にある未合併の市町村と比べて、合併市町村は合併直後に歳出が増加し、その後

減少したことがうかがえた。この記述統計から得られた知見の頑健性を確認するため、次

節では全国市町村パネルデータを用いた推定を行う。 

 

４． パネルデータ分析 

 

4.1 パネルデータによる推定 

 

 本節では、上記の合成値を用いた評価と同じ期間のデータを用いたパネルデータによる

推定を行う。推定方法は、後述するが固定効果モデルによる推定が採用された。宮崎(2006a)

が指摘しているように固定効果推定では、合併に関する要因と地域固有の要因が相関を持

つ場合にも一致性をもって推定できる。パネルデータ分析を行う理由は、クロスセクショ

ンでも時系列でも対処することが出来ない要因が含まれている可能性があるからである。

クロスセクションによる分析では、各市町村が持つ地域固有の要因を十分に捉えていると

は言えない。歳出構造に変化があった市町村は、合併による影響なのか、その市町村独自

の要因なのかは数年間のサンプルをとらないと判断できない。また、三位一体改革などの

外生的要因が歳出構造の変化に影響を与えている可能性を無視することはできない。本節

で分析に用いる推定式は式(6)で示されている。 

 

itti
MM
kitMyearsitMyearsitMyears

itareaitareaitpopitpopit

gEMyearsMyearsMyears

areaareapoppope

etβββ

ββββa

+++++++

++++=
~

ln

))(ln()ln())(ln()ln(ln

3
3

2
2

2
2

2
2

(6) 

                                                                                                                                          
合併したのは 2003 年 4 月から 2006 年 3 月までの３ヵ年度間であり、それ以前の合併は 2001 年度時点では

篠山市、大船渡市、潮来市、さいたま市、西東京市、新潟市のみである。2002 年度時点では、これらに加え

てつくば市、南部町、福山市、廿日市市、さぬき市、久米島町である。よって図 3-4 では、合併後 6 年目ま

でのグラフになっている。 
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ni ,,1=  

2006,,2001=t  

 

iteln は一人当たり歳出の対数、a は定数項、 )ln( itpop と 2)ln( itpop は対数変換をした人

口と人口の 2 乗、 )ln( itarea と 2)ln( itarea は、対数変換した面積と面積の 2 乗である。

itMyears は合併経過年数を表し 3 乗項まで挿入している。また、地域要因をコントロール

する変数として対数変換をした類似団体の合成値 MM
kE

~
ln を用いる 17。推定においては、こ

れらの変数に固定効果 ig 、時間効果 tt を考慮する。 ite は通常の仮定を満たす誤差項であ

る。 

本節の分析では、合併経過年数に着目した推定を行う。合併経過年数は、市町村合併に

より歳出削減が達成されているとすれば 0ˆ <Myearsβ となることが予想される。この変数は、

合併直後だけでなく、その後時間が経つにつれて合併による効果がどのように変化するか

を検証するために必要である。前節、図 3-4 の結果より、合併団体の歳出は合併初期に一

時的に増加した後、大幅な減少を見せるが、その後一定に減少するのではなくほぼ横ばい

になっている。類似団体による合成値を用いた分析から、合併から年数を経るごとに歳出

削減効果が非線形になることが予想される。そこで推定は、合併経過年数の 3 乗項まで想

定した推定を行い、合併後の歳出の変化を確認する。このサンプルの期間以降、仮に合併

により歳出削減が達成されると想定するならば、合併経過年数の 3 乗項まで入れた推定結

果は、 0ˆ <Myearsβ 、 0ˆ
2 >Myearsβ 、 0ˆ

3 <Myearsβ になるであろう。 

先行研究では、住民一人当たり歳出と人口の関係は規模の経済性が働き、U 字型曲線で

表されるとされ、人口と人口の 2 乗項で説明されている。人口に関する符号は、人口は

0ˆ <popβ 、人口の 2 乗項は 0ˆ
2 >popβ と予想される。また、面積についても 2 次曲線を想定

して推定する。従って、面積の符号も 0ˆ <areaβ 、 0ˆ
2 >areaβ と予想する。 

これらの変数に加えて、サンプル期間に三位一体改革など大規模な市町村の改革が行わ

れたことを考慮すると、年度ダミーは、 0ˆ <tt となり、しかも年を経るごとに減少幅は大

きくなる。 

使用するデータは、2001年度から2006年度の6年間の全国市町村パネルデータである。

人口データは、各年度の『市町村別決算状況調』より住民基本台帳搭載人口を用いた。面

積も同様に『市町村別決算状況調』からである。合併データは、総務省HP「合併相談コ

ーナー」より作成した 18。 データの記述統計は表 4-1 で示している。 

 
                                                
17 1998 年度の類似団体の合成値を用いることで同時性の問題は回避している。 
18 総務省 HP「合併相談コーナー」URL( http://www.soumu.go.jp/gapei/ ) 
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4.2 パネルデータによる推定結果 

 

推定結果は表 4-2 で示してある。推定においては、すべてロバストな標準誤差を用いて

推定している。推定結果は、Hausman 検定により固定効果推定による結果が採用される。

なお固定効果推定において市町村別効果は全てゼロであるという帰無仮説をF統計量によ

って検定したところ、すべて棄却された。また、市町村合併は地域的な要因や経済環境に

大きく影響を受ける可能性がある。観察されない市町村合併の異質性が都道府県内で一定

であるという仮定を置き、推定式に都道府県効果を加えた固定効果推定を行った。都道府

県効果を加えた場合でも符号や有意性は変わらないので、以降の分析では固定効果推定を

採用している。 

推定結果より、類似団体の合成値は有意ではなかった。以下では、類似団体の合成値を

除いた推定 2 の結果を用いて解釈を行う 19。合併経過年数に関する係数の符号はそれぞれ

0ˆ <Myearsβ 、 0ˆ
2 >Myearsβ 、 0ˆ

3 <Myearsβ となり有意に推定された 20。これは推定を始める前

に図 3-4 を観察して予想した結果と整合的な結果であった。すなわち、合併初期段階では

ある程度の歳出削減効果が得られるが、その後、歳出削減幅が縮小するという結果である。

これに加えて、 3
ˆ

Myearsβ が負に有意に推定されたことは、図 3-4 の結果からは得られなかっ

た結果であり、長期的に見ると合併団体の歳出が減少していく可能性を示している 21。 

図 4-1 は、固定効果推定から得られた推定値を利用して、合併経過年数に関して歳出削

減効果を算出したグラフである。合併初年度では、歳出が 0.7%減少する。2 年目から 3 年

目は 10.8%減少する。しかし、4 年目以降、歳出は増加傾向にあるが、6 年目は 10.8%、7

年目は歳出が 16.8%減少している。合併団体における歳出の変化は、類似団体を用いた合

成値の比率を示した図 3-4 の動きと同じである。 

なお、人口に関する符号については、注意が必要である。吉村(1999)や林(2002)などの

先行研究では、人口は 0ˆ <popβ 、人口の 2 乗項は 0ˆ
2 >popβ に有意となり一人当たり歳出と

人口の関係は U 字型の曲線が描かれるとされていた。しかし、本節の推定では、人口

                                                
19 人口や面積、固定効果などにより類似団体の持つ情報が代理されている可能性がある。 
20 FE は固定効果推定、RE は変量効果推定、OLS はプールした最小二乗推定の結果を示している。括弧内の

数値は Heteroskedasticity Robust Standard Error である。 ***は 1%、**は 5%、*は 10%での有意水準で

ある。Hausman 検定の括弧内の数値は自由度を示している。 
本研究では、補足的に 15 歳未満人口比率、65 歳以上人口割比率、昼間人口比率、第 2、3 次産業者比率を

加えた推定も行っている。しかし、これらの変数は有意ではないため詳細な推定結果を掲載していない。 
21  今後、旧合併特例法による合併特例債の存在を考えると、歳出削減効果以上に歳出が増加する可能性もあ

る。合併特例債の償還が始まることによって、市町村財政がどのような影響を受けるのかについては、今後

の動向を注意深く観察していくことが必要であろう。 
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0ˆ >popβ 、人口の 2 乗項は 0ˆ
2 <popβ と、いずれも有意に推定されており、人口に関する符

号がこれまでの結果と逆に推定されている。これは、先行研究との推定方法の違いによる

ものと考えられる。先行研究ではクロスセクションモデルを使用した推定のみを行ってい

るが、本節ではパネルデータ分析の固定効果モデルを用いた推定を行っている。こうした

推定方法の違いが、結果の相違に影響している可能性がある。 

本節の推定結果を視覚的に示すため、図 4-2 では固定効果を抽出して人口との関係をプ

ロットした。固定効果と人口の関係は、人口は負、人口の 2 乗が正という U 字型の関係が

確認できた。サンプルの期間については、人口だけでは説明できない様々な市町村固有の

要因が強く影響していた可能性を示している。 

次に、一人当たり歳出と人口の推定値を式(7-1)、固定効果を加えた一人当たり歳出と人

口の推定値を式(7-2)で算出した。 

 

2
2 )ln(ˆ)ln(ˆˆˆln itpopitpopit poppope ββa ++=           (7-1) 

tFixedEffecpoppope
itpopitpopitFE

+++= 2

2,
)ln(ˆ)ln(ˆˆˆln ββa       (7-2) 

 

図 4-3 は式(7-1)、図 4-4 は式(7-2)より算出した一人当たり歳出の推定値と人口の関係を

プロットしたものである。固定効果推定の結果では、人口に関する符号が逆に出ていたこ

とを反映して、図 4-3 では逆U字型をしている。一方で、図 4-4 のように固定効果を考慮

すると先行研究と同様にU字型の費用曲線が描けることが明らかになった 22。 

 

５． おわりに 

  

 本稿では、市町村合併に関する多くの先行研究を踏まえて、平成の大合併によって歳出

がどのように変化したかを合併後の経過年数に着目し、類似団体による合成値とパネルデ

ータ推定の 2 つの手法を用いて考察した。 

合成値を用いた比較とパネルデータ推定の結果、合併した市町村の歳出は初期に一時的

に増加し、その後徐々に減少していくという傾向までは先行研究と整合的であった。しか

し、本稿の分析により、その減少幅は大きなものではなく、合併による歳出削減効果が薄

れていくことを明らかにした。 

                                                
22 固定効果推定では、観察不可能な各市町村の地域特有の要因や外生的要因が全て固定効果として推定され

てしまう。本節のサンプル期間は、平成の大合併だけでなく、三位一体改革が実施された時期であり、日本

経済が不況から緩やかな回復をしていた時期でもある。また、地域間格差の問題も取りざたされていた。こ

うした地域特有の事情が固定効果として吸収されている可能性があるが、この問題については今後の検討課

題としたい。 
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また、パネルデータ推定では、合併経過年数の 3 乗項が負に有意となり、長期的に歳出

が削減する可能性を示しているが、今後、旧合併特例法による合併特例債の存在を考える

と、歳出削減効果以上に歳出が増加することが懸念される。 

市町村合併は、単純に人口や面積の規模が拡大するだけでなく、産業構造等の地域特性

が変化するものである。その意味で、本稿の分析では、合併経過年数だけでなく市町村の

地域特性をある程度考慮した結果になっている。もちろん、合併によって市町村の意思決

定のあり方や地域特性そのものが全く新しい姿の市町村に変化し、それらが歳出増加要因

となっている可能性もあるが、それは今後の研究を待ちたい。 

本稿の分析では歳出にのみ焦点をあてたものであり、今後は目的別・性質別歳出を詳細

に分析することが求められる。特に、合併の結果から直接関係する、議会や職員数、それ

に伴う人件費なども検証する必要がある。加えて、合併特例法に関係する地方交付税の影

響を考察することが出来ていない。これらは今後の検討課題としたい。 
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表２－１ 都市の分類と当該都市数(1998 年度) 

第2次・3次産業
第3次産業 65%以上 65%未満 55%以上 55%未満 50%以上 50%未満

人口 類型 5 4 3 2 1 0

         ~35,000 0 0-5 (4) 0-4 (4) 0-3 (21) 0-2 (25) 0-1 (31) 0-0 (21)
35,000 ~55,000 I I-5 (6) I-4 (27) I-3 (47) I-2 (58) I-1 (9) I-0 (6)

55,000 ~80,000 II II-5 (27) II-4 (44) II-3 (38) II-2 (24) II-1 (1) II-0 (1)

80,000~130,000 III III-5 (27) III-4 (47) III-3 (26) III-2 (14) III-1 (0) III-0 (0)

130,000~230,000 IV IV-5 (29) IV-4 (30) IV-3 (9) IV-2 (2) IV-1 (1) IV-0 (0)

230,000~430,000 V V-5 (28) V-4 (20) V-3 (7) V-2 (1) V-1 (0) V-0 (0)

430000~ VI VI-5 (17) VI-4 (6) VI-3 (0) VI-2 (0) VI-1 (0) VI-0 (0)

産業構造
95%以上 85%以上95%未満 85%未満

 

町村の分類と当該町村数(1998 年度) 

第2次・3次産業
75%以上85%
未満

65%以上75%
未満

65%未満

第3次産業 55%以上 55%未満
人口 類型 4 3 2 1 0

~3,500 0 0-4 (37) 0-3 (46) 0-2 (111) 0-1 (108) 0-0  (81)
3,500 ~5,500 I I-4 (20) I-3 (53) I-2 (136) I-1 (114) I-0 (76)
5,500 ~8,000 II II-4 (28) II-3 (102) II-2 (164) II-1 (109) II-0 (67)
8,000 ~13,000 III III-4 (73) III-3 (190)III-2 (201)III-1 (107) III-0 (27)
13,000~18,000 IV IV-4 (64) IV-3 (103) IV-2 (81) IV-1 (43) IV-0 (11)

18,000~23,000 V V-4 (65) V-3 (58) V-2 (41) V-1 (11) V-0 (3)
23,000~28,000 VI VI-4 (39) VI-3 (42) VI-2 (20) VI-1 (1) VI-0 (1)

28,000~35,000 VII VII-4 (37) VII-3 (29) VII-2 (5) VII-1 (1) VII-0 (0)

35,000~ VIII VIII-4 (35)VIII-3 (18) VIII-2 (4) VIII-1 (0) VIII-0 (0)

産業構造
80%以上

 

注: 括弧内の数字は、当該類型に属する市町村数を表している 
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図３－１ 2001 年度歳出(決算値/合成値)比率のヒストグラム 

727

1241

698

257

98
44

108

10
11 15

12 21

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

0.2-0.4 0.4-0.6 0.6-0.8 0.8-1.0 1.0-1.2 1.2-1.4 1.4-1.6 1.6-1.8 1.8-2.0 2.0以上

比率

自治体数 未合併 合併

 

 

 

図３－２ 2006 年度歳出(決算値/合成値)比率のヒストグラム 
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図３－３ 歳出（決算値/合成値）比率の平均 
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図３－４ 歳出(決算値/合成値)の比率の合併経過年数ごとの平均 
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表４－１ 記述統計 

サンプル数 平均 標準偏差 最大値 最小値
歳出(千円) 15563 17658264.87 63957686.17 1857703243.00 625616.00

人口(人) 15563 45307.30 140629.76 3562983.00 195.00

面積(km2) 15563 141.76 177.42 2179.35 1.31

合併経過年数 15563 0.17 0.61 8 0
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表４－２ 推定結果 

 

Unbalanced Panel(期間:2001~2006 年度) 

変数名 FE RE OLS FE RE OLS

人口(対数) 0.791* -1.283*** -1.284*** 1.078** -1.570*** -1.653***

(0.465) (0.032) (0.019) (0.431) (0.028) (0.017)

人口(対数)2乗 -0.042* 0.039*** 0.037*** -0.059*** 0.064*** 0.068***

(0.025) (0.002) (0.001) (0.022) (0.001) (0.001)

面積(対数) -0.605** -0.028 -0.045*** -0.348** -0.031 -0.040***

(0.243) (0.020) (0.011) (0.176) (0.021) (0.011)

面積(対数)2乗 0.091*** 0.018*** 0.019*** 0.053*** 0.021*** 0.021***

(0.032) (0.002) (0.001) (0.019) (0.002) (0.001)

合併経過年数 -0.108*** 0.065*** 0.066*** -0.108*** 0.150*** 0.198***

(0.016) (0.012) (0.012) (0.016) (0.014) (0.014)

合併経過年数の2乗 0.034*** -0.025*** -0.025*** 0.033*** -0.053*** -0.067***

(0.006) (0.005) (0.006) (0.006) (0.007) (0.008)

合併経過年数の3乗 -0.003*** 0.002*** 0.003*** -0.003*** 0.005*** 0.006***

(0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001)

2002年ダミー　 -0.015*** -0.020*** -0.019*** -0.016*** -0.019*** -0.018***

(0.002) (0.002) (0.005) (0.002) (0.002) (0.005)

2003年ダミー　 -0.018*** -0.028*** -0.028*** -0.019*** -0.026*** -0.026***

(0.002) (0.002) (0.005) (0.002) (0.002) (0.005)

2004年ダミー　 -0.040*** -0.053*** -0.052*** -0.041*** -0.049*** -0.047***

(0.003) (0.003) (0.005) (0.003) (0.003) (0.005)

2005年ダミー　 -0.078*** -0.094*** -0.083*** -0.080*** -0.090*** -0.077***

(0.003) (0.003) (0.006) (0.003) (0.003) (0.006)

2006年ダミー　 -0.094*** -0.118*** -0.108*** -0.096*** -0.115*** -0.104***

(0.004) (0.004) (0.007) (0.004) (0.004) (0.007)

類団の合成値(1998年)(対数) -0.537 0.303*** 0.362***

(0.343) (0.020) (0.011)

定数項 11.959* 9.832*** 9.132*** 1.941 15.091*** 15.527***

(6.646) (0.370) (0.202) (2.009) (0.150) (0.089)

観測数 15520 15520 15520 15563 15563 15563

F値 122.1 5313 130.4 5707

R-squared 0.120 0.852 0.113 0.837

Hausman Test 531.55(12)***

被説明変数:一人当たり歳出(対数)被説明変数:一人当たり歳出(対数)
推定1 推定2

 347.87(12)***
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図４－１ 歳出削減効果と合併経過年数 
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図４－２ 固定効果と人口(対数)の関係 

-1
0

1
2

3
F

ix
ed

 E
ff

ec
t

5 10 15
ln(pop)

 

 



20 
 

図４－３ 推定値と人口(対数) 式(7-1)固定効果なし 
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図４－４ 推定値と人口(対数) 式(7-2)固定効果あり 
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